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(Putnam 1993， 1995， 2000) ，社会的パフォーマンスを高める要因として注目
されている (Knack2002 ;内閣府国民生活局編 2003;山内・伊吹編 2005; 
坂本 2005; Nishide 2009など)。そして，このような社会関係資本の形成にと
ってi主体・組織の果たす役割の重要性が幾度も指摘されている (Putnam



































































































っている 40(1)自治会.lflT内会・区会などの近隣住民組織 (33，438:送付， 18，404 

























調査 調査 調査 査(部岩数)
例えば相当数の主要都 北海道札幌市 94 313 110 4 
市について，今後， 4調
岩手県盛岡市 84 133 27 4 
山 JI:;~早 LLJJr~jlï 88 91 18 4 
査を突き合わせ，相互参 茨城県水戸市 215 102 10 4 
照しつつ，詳細に分析を
栃木県宇都宮市 185 128 16 4 
鴻玉県さいたまrl1 98 126 41 
することが可能であり， 東京都文京区 27 96 36 4 
また必要である(表序-
神奈川県横須賀市 72 34 18 4 
石川県金沢市 288 137 24 
2参月号)。同様のことは， 長野県松本m- 79 52 21 3 
都道府県についても同じ
ii予防]V~ì持岡市 172 137 35 3 
大阪!iY堺市 163 30 28 3 
である。こうした観点か 兵庫県神戸市 66 161 78 4 
らいえば，本書は，市民
島根県松江市 162 60 II 4 
香川県高松市 190 125 12 4 































































Foljanty-] ost，廉 jl制高，李景)jJj~ ， Yuan Ruijun， Chu Songyan， Steven Rathgeb 










































































































































第 li宮 ガパナンス論の展開と地方政府・市民社会 23 
以上のように，政治学・行政学においてガパナンスという場合，その問題







































































































能力を関われる (Pierreand Peters 2000: 82)。従って，公共政策は，社会的
アクターのネットワークによって形成される度合を強めるが，国家は依然と
して，その方向性や結果について，市民社会に対ーするアカウンタピリティを













































































































































第 1寧 ガバナンス論の展開と地方政府・市民社会 31 



















































ここから次の 3つのリサーチ・クェスチョンが導かれ，更に， RQ. l~ RQ 3 
の小見出しで示した詳細な問いにブレイクダウンされる。
第 i章 ガパナンス論の展開と地方政府・市民社会 33 
RQ 1 (主体) 公共サービス供給をめぐる政策過程に多様な主体が参加して
いるか。各主体は一方的に行政から業務を委託されるような，単なるエージ
ェントの立場を超えて，ステイクホルダーでもあるか。
RQ 2 (相互行為) 主体問の相互行為(規律付けメカニズム)はいかなるも
のか。それらは静的な制度か，不特定多数のステイクホルダーとエージェン
トの関係に対応できる動態的なものか。
RQ 3 (効果) 新たなガバナンスによって，いかなる効果が生じているか。公
共財・サービス供給のパフォーマンスを変化させているか。
RQ 1 主体の参加について













































































































































































( 1 ) 市民参加については，直義民主主義的な参加を通じて，市民が合意形成
のためのコミュニケーションを行うという討議民主主義的な機能(篠原 2004
など)や，社会関係資本論のように参加を通じて，市民を陶冶する機能 (Put同






























( 2 ) ただし，ステイクホルダーとエージェントの切り分けは，概念整理の上
で便利であるが，実証研究に際しては分析がいたずらに煩演になるおそれが
ある。そのため，特に必要ではい限りは言及しなし ¥0



























(4 ) 指弾:部者の調査票で、は， t士会福右i了法人，福祉当事者団体，福祉ボランテ







審議会懇談会 自治会 74.1 57.9 49.0 35.0 
NPO. il民間体 45.1 40.0 39.1 26.5 
i立l:i主|主体 36.8 72.3 72.7 
外郭団体第3セクター 13.4 5.3 4.9 17.6 
企業 22.7 24.8 5.1 25.9 
全体 94.3 85.0 77.7 54.7 
訂F;I'fiu京UtJl三 自治会 51.1 34.1 52.3 25.9 
NPO . rli民団体 33.5 28.4 47.6 21.7 
i込j連i立IW 28.6 86.7 62.1 
外郭i主体第3セクター 10.5 4.0 6.1 16.2 
企業 13.2 17.7 5.7 14.3 
五三{本 77.4 58.7 91.1 74.1 
業務委託 自治会 34.3 10.8 10.8 13.4 
NPO 市民i立1本 29.6 16.7 32.1 19.7 
!羽i主!主体 9.2 87.7 42.6 
外郭lil1;jc. fil~ 3セクター 22‘7 8.6 9.2 29.3 
企業 14.1 21.7 7.4 14.9 
全{本 70.0 50.3 91.0 69.4 
行政の支援 自治会 82.0 74.9 49.5 40.2 
NPO 市民li体 53.6 50.2 46.4 36.9 
関連li!体 46.0 89.1 85.4 
外郭団体第 3セクター 28.4 8.8 12.2 33.7 
企業 16.9 14.5 5.3 35.7 
全体 94.0 92.3 91.3 94.5 
政策執行 自治会 18.9 32.9 18.3 16.3 
NPO 市民団体 12.5 21.8 17.9 16.5 
関連!主体 19.7 42.7 44.1 
外郭団体第3セクター 9.2 4.6 5.0 18.5 
企業 5.7 11.8 3.1 9.7 
全体 30.5 43.7 46.1 54.6 
モニタリング 自治会 2.6 6.7 4.9 4.8 
NPO 市民i主体 2.0 5.0 4.7 2.9 
関連団体 5.9 14.1 9.5 
外郭団体第3セクター 1.8 0.4 1.8 3.4 
企業 0.5 3.8 1.1 3.2 
全体 7.0 13.8 16.5 14.4 
行政評fil 自治会 6.1 8.0 11.2 4.1 
NPO 市民i宝イ本 4.6 6.4 9.6 3.3 
関連団体 5.3 16.2 
外事1¥互i体第3セクター 0.9 1.1 1.7 2.6 
註) N(土各)J~ !~j の欠m値により若干呉なる。ここでは審議会・懇談会のJJìl~1 の 1ft!を示し
守、，_。






























































( 7 ) ちなみに，業務委託と行政に対する支援のそれぞれについて人口規模と
の関連をみると，どちらも人口規模が大きくなるほど割合が減る傾向にある
が，あまり明雄ではない。















策受益的な関連団体など})、 表2-2 自治会と NPO・市民団体の参加の関連
前から行政と密接な関係に
(手係数)
rli J~日舌動 環境 福祉 産業振興
ある団体が参加していると， 審議会懇談会 0.195料 0.318吋 0.382吋 0.311叫
新興のNPOや市民団体に 計画策定 0.360** 0.416料 0.280ホ史 0.326料
業務委託 0.101坊不 0.094同 0.039 0.054 
は参加の余地が残されてい 行政の支緩 0.109** 0.199** 0.262*学 0.325同
ないかもしれなし 1。このj易 政策執行 0.472常持 0.504料 0.425** 0.374料
モニタリング 0.306長会 0.415** 0.455付 0.365*ド
合，自治会や関連団体の参 千r政r，-'Fiol 0.497** 0.476*ホ 0.508淑宇 0.443同
加と NPO・市民団体の参加 N 1083 1071 1092 1098 
は逆相関すると考えられる。
ネド pく 01
これに対して，従来からの団体が活 表2-3 関連団体と NPO・市民団体
発に参加することによって新興の図 の参加の関連(世係数)
体が参加する機会が!?尽かれるとも考 環境 福祉 産業振興
えられる。この場合は両者の参加は
審議会 懇談会 0.417史氏 0.437持 k 0.249** 
計画策定 0.499*長 0.271泊ま 0.282同
JI真相関するだろう。 業務委託 0.280** 0.076* 0.129*ド
表2-2，2-3はそれぞれ，政 行政の支援
0.320料 0.219学主 0.130*仇
政策執行 0.501同 0.481*'f 0.342な÷
策過程の各局面における自治会およ モニタリング 0.577付 0.468** 0.328設*
び関連団体の参加と NPO・市民団体
行政評価 0.555料 0.638同 0.334** 





























(8 ) 併係数とは2値データである 2変数関の関連の強さを表す係数である
(Bohrnstedt . Knoke 1988=1992など参!問。
( 9 ) 首長の選挙時の政党からの支持・推薦なとと市1_RlT村の党派性を表す変数
も投入して分析したが，目立った効果はみられなかった。
第 2者 プfバナンス概観 47 
は，地方政府の財政難という問題がある。地方政府の財政が逼迫し，その対
処として自体自治から住民自治へという動きをみることができる(牛山


















-0.144吋 -0.023 0.317** 0.109* 
(0.040) (0.041) (0.053) (0.044) (0.048) 
財政力指数(対数) 0.085 0.063 0.169 0.052 -0.016 
(0.083) (.083) (.109) (.090) (.097) 
合併経験 0.127 0.241キ 0.100 0.279* 0.121 
(0.104) (0.104) (0.133) (0.110) (0.123) 
TIT民活動部署 1.618訣き 1.082本* 1.178*な 1.913詐た 0.179 
(0.108) (0.105) (0.124) (0.115) (0.130) 
環境部署 0.862キ* 0.361キ必 -0.173 1.494 ** 0.957料
(0.102) (0.109) (0.149) (0.109) (0.122) 
福祉部者 0.532持持 1.057料 -0.158 0.396ネド 0.139 
(0.100) (0.105) (0.147) (0.100) (0.131) 
産業振興部署(基準カテゴリ)
定数 0.354 0.450 -1.801 2.830** 0.594 
(0.456) (0.457) (0.604) (0.488) (0.日2)
2LL 4247.083 4252.528 2940.727 3943.002 3311.183 
Cox-SneIlR' 0.077 0.054 0.0日 0.140 0.028 
NagelkerkeR' 0.103 0.073 0.090 0.191 0.043 
N 
( ) I々は伝子，~tW誤差 キ pく 05 **: pく 01
48 
表2-5 NPO・市民団体による参加の規定因(口ジスティック回帰分析)
計画策定 業務委託 行政への 政策執行
0.536** 0.408持ド 0.455料 0.309同 0.362決*
(0.046) (0.045) (0.049) (0.041) (0.053) 
財政力指数(対数) -0.241* 0.059 0.078 0.171主 0.099 
(0.093) (0.095) (0.105) (0.083) (0.118) 
合併経験 -0.221ネ 0.030 -0.108 -0.034 0.185 
(0.107) (0.109) (0.117) (0.101) (0.132) 
市民活動部署 0.880** 0.641 0.567志水 0.652*詐 -0.257 
(0.111 ) (0.118) (0.120) (0.100) (0.144) 
環境部署 0.569料 0.285 0.230 0.498料 0.293ネ
(0.113) (0.122) (0.134) (0.101) (0.133) 
福祉部署 0.630** 1.241 0.656本* 0.356*必 0.068 
(0.112) (0.115) (0.120) (0.101) (0.136) 
産業振興部署(基準カテゴI})
定数 -6.706不永 -5.585** 6.194*必 3.792来場 5.420ネ*
(0.523) (0.520) (0.560) (0.459) (0.613) 
-2LL 3952.9 3736.3 3375.0 4501.8 2797.1 
Cox-SnellR2 0.090 0.089 0.071 0.041 0.030 
NagelkerkeR2 0.123 0.126 0.108 0.055 0.052 
N 3270 3270 3369 3369 3270 
( ) I人jは傑準誤差 * : pく.05 **: pく.01
表2-6 関連団体による参加の規定国(口ジスティック回帰分析)
業務委託
行政への 政策執行 審議会 計副策定支援 心電R、説117¥.会A 
人口(対数) 0.189同 0.228*ド 0.154料 0.451*ド 0.235料
(0.058) (0.057) (0.048) (0.052) (0.052) 
財政力指数(対数) -0.094 -0.039 -0.166 -0.360** -0.203 
(0.120) (0.113) (0.100) (0.101) (0.106) 
合併経験 0.084 -0.018 -0.025 -0.066 0.002 
(0.150) (0.148) (0.122) (0.130) (0.135) 
環境部署 -2.189料 -2.050料 1.268キ* -1.749** -1.538料
(0.148) (0.120) (0.115) (0.111) (0.108) 
福祉部署 2.213村 0.279 -0.118 0.055 1.334材
(0.123) (0.143) (0.098) (0.108) (0.122) 
産業振興部署(基準カテゴリ)
定数 -2.297** -0.547 -1.911付 -3.826叫 -2.007点*
(0.654) (0.628) (0.544) (0.569) (0.582) 
-2LL 2282.8 2443.9 3094.1 2967.6 2733.8 
Cox-Snelllミ2 0.384 0.192 0.063 0.159 0.232 
NagelkerkeR2 0.513 0.278 0.087 0.214 0.313 
N 2臼6 2546 2515 2515 2515 
( )内は擦準誤差 *:pく.05 料 pく 01




































































































副首長 6.03 5.94 5.93 5.93 5.96 レベルの行政が影響
当該部署 5.74 6.07 6.10 6.03 5.97 力を及ぼしている。
財務担当部署 4.88 4.79 4.78 4.90 4.84 
職員組合 1.89 1.77 1.85 1.62 1.78 ただし，市民活動部
審議会懇談会 4.25 4.43 4.0 4.14 4.31 署や環境部署ではあ
中央省f{ 3.31 3.60 4.22 3.93 3.76 
都道府県 3.63 4.00 4.57 4.51 4.18 まり影響力が強くな
市IHJ~寸議会議員 4.51 4.42 4.32 4.42 4.42 い。これらの部署で
他の自治体 2.60 3.03 3.12 2.59 2.84 
都道!苛県議会議員 2.63 2.50 2.71 2.88 2.68 は自治会やNPO・市
地元選出国会議員 2.54 2.34 2.46 2.72 2.52 民団体と同等かそれ
自治会 IJ内会 4.18 4.05 3.58 3.51 3.84 
NPO. ili民団体 3.40 3.28 3.34 3.08 3.28 以下となっている。
環境団体 2.80 3.31 2.18 2.55 2.73 市民活動の活性化や
福祉団体 3.10 2.37 4.20 2.47 3.09 
経済商工団体 3.09 2.67 2.14 4.15 3.07 ごみ収集， 1)サイク
農林水産業団体 3.04 2.55 2.00 4.02 2.96 ルなど，これらの部
外郭団体第3セクター 2.59 2.33 2.19 3.15 2.58 
企業 2.42 2.61 2.05 3.09 2.56 署が扱う政策分野は



















































エリート 共通性議員 ター 団体
首長 0.163 0.044 -0.150 0.781 0.662 
副首長 0.042 0.024 -0.061 0.866 0.752 
当該部署 -0.366 0.049 0.183 0.661 0.438 
財務担当部署 0.077 0.079 0.039 0.596 0.448 
職員組合 0.240 0.054 0.327 0.078 0.257 
審議会懇談会 0.190 -0.149 0.528 0.220 0.467 
中央省庁 0.920 0.032 -0.101 0.028 0.752 
都道府県 0.910 -0.031 -0.111 0.049 0.741 
市町村議会議員 0.636 -0.174 0.302 0.094 0.514 
他の自治体 0.326 0.029 0.316 0.299 0.511 
都道府県議会議員 0.671 0.179 0.109 -0.048 0.686 
地元選出国会議員 0.683 0.210 0.061 -0.071 0.678 
自治会 1IT内会 -0.007 -0.067 0.809 0.060 0.626 
NPO・市民団体 -0.119 0.069 0.875 0.001 0.736 
環境i主体 -0.127 0.336 0.664 -0.045 0.671 
福祉団体 0.161 一0.008 0.668 -0.118 0.529 
経済・詣工団体 -0.046 0.951 -0.042 0.060 0.845 
農林水産業団体 -0.029 0.923 -0.065 0.058 0.786 
外郭自体第3セクター 0.048 0.793 0.083 -0.028 0.743 
企業 0.062 0.777 0.083 -0.025 0.732 
固有値 7.759 2.080 1.526 1.209 






























































































































































































































































第3]'者 影響力構造の多元化と市民社会組織 審議会 63 
表 3-1 各政策段階における影響力
政治行政主体
首長副首長担当財務担当 l織員議会(務議会 ;中央部道 他の j也元選出
部署 部者 組合議員 懇談会 省1' 府県地方政i有国会議員
市民立案 83.1 開 1 ~ 81.3 56.1 4.2 ~ 48.3 54.5 27.4 33.8 14.1 13.0 
決定 98.2 93.2 : 77.0 70.9 3.6 ~ 59.9 49.4 25.2 30.5 9.9 13.1 
執行 87.9 84.1 ~ 80.7 55.4 3.6 ~ 45.1 34.4 22.1 26.9 8.6 11.6 
環境立案 74.2 73.0 : 87.2 50.0 2.5 : 43.7 51.8 33.7 40.9 21.9 9.4 
決定 97.4 92.5 ~ 83.6 67.4 2.2 : 55.8 54.6 26.4 34.7 13.2 10.1 
執行 83.1 79.8 ~ 88.7 53.1 2.4 ~ 41.6 37.8 23.0 29.9 12.5 8.5 
福祉立案 73.1 71.4 : 8S.S 45.8 2.5 ~ 39.4 50.3 50.2 56.4 25.6 12.6 
決定 98.1 92.6 ~ 92.2 63.6 2.3 ~ 54.4 51.6 41.3 49.9 15.6 12.6 
執行 80.2 78.1 ~ 85.6 50.9 2.1 ~ 40.2 34.4 34.2 42.1 12.0 10.8 
産業立案 78.7 75.4 86.1 49.4 0.8 ~ 41.2 44.4 36.:¥ 50.7 13.2 13.9 
決定 98.4 92.4 ~ 83.0 71.6 1.7 ~ 57.2 45.6 36.4 50.6 7.9 15.4 
執行 82.9 78.1 ~ 87.1 53.7 2.2 : 40.7 26.9 29.6 42.8 6.9 13.7 
(つづき) 市民社会総織等
都道府県 自治会 NPO 環境福祉 経済 農林水産外郭団体企業
談会議員 1]"内会 ili民団体 i主体 i主体商工1:1体 業団体 3セク
TI1"J主立案 12.4 43.6 23.4 10.9 14.8 15.4 15.9 7.4 5.4 
決定 12.3 38.3 17.4 8.8 12.7 13.2 13.3 6.5 4.7 
執行 11.2 43.3 23.7 1.1 15.0 14.8 15.6 8.4 5.9 
環境立案 8.5 36.7 18.6 20.0 5.3 8.9 7.9 6.2 8.9 
決定 9.0 31.0 13.5 14.8 4.8 7.5 6.9 5.2 6.5 
執行 8.5 43.8 21.5 20.5 6.0 10.5 8.6 6.8 10.9 
福祉立案 10.6 26.1 20.2 4.3 42.6 3.8 3.1 5.5 3.2 
決定 9.9 22.3 15.2 3.6 34.1 2.9 2.9 4.3 2.9 
執行 8.2 27.7 20.0 4.0 41.9 3.4 3.6 5.1 3.7 
産業立案 12.9 25.4 13.7 6.0 6.0 44.3 41.6 17.4 16.7 
決定 13.7 22.5 11.5 5.5 5.4 35.7 33.7 14.9 13.0 
執行 12.0 26.6 14.1 7.0 6.0 41.5 38.7 18.7 18.3 
~n 1t(は71q:);c_)支で5点以 i二(中
る「信組i遺体jの影響力は， 1'会福祉法人，福も1:当事者間体，行社1:ボランティア団体のうち最大1fuをとって百|
予干した。 表3-5， 表3-6， 表3-7もIi'J徴。













































市区町村調査が対象とした 4部署.3段階全体で集計すると (N= 12512)， 
一元型は44.8%，二元型は35.1%，三元型は12.7%，多元型は7.3%である(表



















(12.6%， 14.8%， 16.8%)0表3-2 人口規模別の最大影響力主体数(1:i.位%)
市民社会組織にとって， ヴじ型 ~Jじ型 二三7じ型 多フζ型 N 
審議会は政策過程に参与 375未満 49.3 31.9 1.9 7.0 6371 
3万以上20万未i1fi) 41.4 37.7 13.6 7.3 5241 
する重要な機会である。 20万以上 33.7 42.7 13.4 10.2 900 











-7じ型 二フじ型 三7じ型 多フじ型 N 
rlT民 49.2 31.6 12.8 6.4 3083 
環境 42.8 34.8 14.0 8.5 3219 
福祉 42.8 37.8 12.4 7.0 3066 
産業 44.7 36.2 11.7 7.4 3144 
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表3-4 政策段階別の最大影響力主体数とその組み合わせ(単位:%) 
一元型 二元型 三元型 多元型 -g、苦~i
rL茶f:.-/'#_ N =4121 
首 27.0 苦戦 23.0 苦戦審 4.4 多元 6.9 
J[i抜 19.0 Jíf&~義 2.1 苦戦議 2.4 
他 4.3 他 6.1 苔Ji絞1':1 2.4 
2.4 
50.3 31.2 11.5 6.9 100.0 
(うちお:含む) 1.7 2.7 4.3 5.5 14.2 
決定 N =4211 
首 38.6 首Ji設 28.9 首J[杭義 6.1 多元 7.2 
Jfi説 2.6 苗議 首i般若手 4.5 
3.0 
13.7 7.2 100.0 
(うち1':1含む) 2.1 4.4 8.0 
執行 N =4180 
首 33.4 首i織 27.3 首級社 4.2 多元 7.9 
桔ー 4.2 J[i民主1: 2.8 I吉J[:む義 3.8 
J[:故 3.6 他 7.1 I当Ji抜若手 2.5 
7.9 100.0 
6.9 23.2 
























案8.0%，決定4.9%，執行13.6%)，NPO・市民団体 (3.5%，2.0%， 6.7%)， 



















































においても政策過程に関与している場合が多い。この点に関しては， 4. 2. 
表3-5 審議会に参加する市民社会組織等の影響力(立案段踏)
自治会 NPO・ tEi斉・ 農林 タト朝日主体環境団体認社団体 企業町内会 市民団体 商工団体水産業団体.3セク
なし 3.63(1653) 3.10(1999) 2.57(2507) 2.69(2111) 2.64(1767) 2.51(2062) 2.47(2811) 2.42(2586) 
あり 4.12(2036) 3.76(1440) 3.61 (655) 3，96(1307) 3.70(1631) 3.85(1305) 3.58(400) 3.16(724) 
F値 93.814料 173.986** 263.504料 580.205料 394.112料 593.299料 198.720料 144.378料













分、裂ーl' 参加 自治会 NPO 環境団体 福祉i主{本 一般市民主体 1fT内会 市民団体
市民なし 4.50(222) 4.44 (474) 4.58 (684) 4.56 (474) 4.36 (148) 
あり 4.65 (669) 4.80 (417) 4.72 (207) 4.67 (417) 4.66 (743) 
Fl車 1.367 10.791料 1.169 0.957 4.020* 
環境なし 4.49(375) 4.43 (534) 4.51 (564) 4.65 (850) 4.20 (275) 
あり 4.75 (546) 4.93 (387) 4.85 (357) 4.49 (71) 4.83 (646) 
F lu立 5.189不 19.312*‘i 9.423示* 0.588 27.453同
福祉なし 4.46(456) 4.47 (543) 4.60 (894) 4.22 (225) 4.32 (342) 
あり 4.70 (473) 4.74 (386) 4.20 (35) 4.69 (714) 4.74 (587) 
F値 5.085成 6.394ネ 2.077 14.731** 15.274料
産業なし 4.28(564) 4.23 (636) 4.36 (825) 4.34 (802) 4.24 (428) 
あり 4.45 (329) 4.62 (257) 4.16 (68) 4.34 (91) 4.44 (465) 
Ff産 2.079 10.107** 0.885 0.000 3.447 
経済 農林水産 外車I¥EfIイ本 企業 労働組合商工団体 業団体 3セク
市民なし 4.51(371) 4.61 (442) 4.59 (764) 4.57 (683) 4.59 (738) 
あり 4.68 (520) 4.62 (449) 4.76 (127) 4.74 (208) 4.70 (153) 
Fl鹿 2.338 0.009 1.270 1.545 0.526 
環境なし 4.43(529) 4.51 (635) 4.63 (871) 4.53 (685) 4.62 (850) 
あり 4.93 (392) 4.93 (286) 4.82 (50) 4.97 (236) 4.89 (71) 
F値 20.257料 12.036*ネ 0.596 11.926料 1.643 
福祉なし 4.56(793) 4.58 (863) 4.56 (879) 4.57 (879) 4.58 (874) 
あり 4.73 (136) 4.62 (66) 5.04 (50) 4.88 (50) 4.71 (55) 
Fl直 1.291 0.039 4.289* 1.805 0.358 
産業なし 4.15(279) 4.21 (379) 4.32 (720) 4.26 (642) 4.33 (792) 
あり 4.43 (614) 4.44 (514) 4.45 (173) 4.55 (251) 4.47 (101) 
Ff珪 5.533ネ 4.205* 0.827 5.749* 0.630 
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行政支援，業務委託，モニタリング。受託業務数 (0--19):一般ごみ収集な
































自治会 NPO 環境団体 福祉団体 経済 農林水産町内会 rl1民li体 商工団体 業I:I体
政策参加i数 0.216*諮 0.291ヰ* 0.494均ネ 0.340料 0.348"ド 0.432判
(0.029) (0.028) (0.035) (0.032) (0.028) (0.028) 
関与方式数 -0.039 0.157** 0.013 0.133 "j 0.142培* 0.092伝手
(0.035) (0.049) (0.035) (0.072) (0.036) (0.030) 
受託業務数 0.039 0.038 0.033 0.004 0.021l 0.012 
(0.031) (0.033) (0.033) (0.023) (0.012) (0.017) 
接触項目数 0.168同 0.144ネ* 0.054料 0.082** 0.086次公 0.068*決
(0.020) (0.020) (0.017) (0.017) (0.016) (0.016) 
部署ダミー
(基準カテゴリは市民)
環境 0.255** -0.045 0.372料 -0.439*合 -0.212*必 -0.243判
(0.082) (0.082) (0.084) (0.083) (0.079) (0.079) 
福祉 -0.391*本 -0.158' -0.573持* 0.579宇* -0.778*" -0.766ネ台
(0.083) (0.079) (0.105) (0.084) (0.085) (0.084) 
産業指興 -0.331 ** -0.183料 -0.135 -0.500** 0.642*ヰ 0.659公示
(0.085) (0.081) (0.089) (0.089) (0.080) (0.079) 
人口 -7.8E-07料 -7.8E-09 -5.2E-07培 -7.5E-07料 -6.6E-07料 -8.1E心7同
(0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) 
財政力指数 -0.045 0.014 -0.010 -0.243** -0.070 -0.233虫ネ
(0.096) (0.094) (0.096) (0.092) (0.090) (0.090) 
(定数) 3.622料 2.905料 2.555** 2.879*本 2.548同 2.653** 
(0.097) (0.077) (0.082) (0.090) (0.085) (0.083) 
R" 0.103 0.099 0.155 0.240 0.258 0.285 
調整j斉R2 0.100 0.097 0.153 0.238 0.256 0.283 
F値 41.22ネキ 37.19料 56.66料 106.20*永 115.5料 131.09料
N 3258 3039 2780 3030 2997 2970 
E主) 値はm，燦準化係数， ( ) I人jは際世主誤差。 1・pく.10 *: pく.05 料:pく.01




接触項 I~! 数に関して，自治会， NPO・市民団体以外の「諸国体jに企業は含まれていないものの，食業
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表4-1 外部委託が行われている市区町村 N =1143 (単位:%) 
委託先
]頁 I~I 外草1¥1体 NPO 広域行政 社会
企業 第3 m'l~ 13 プiム仁1ム山 一弘凡 1iM~ 法lHI丸1 都千1I その他
セクター!主体 組合 法人
一般ごみ収集 68.8 1.0 0.3 1.0 18.5 0.3 0.2 6.4 
し尿収集 60.0 0.9 0.0 0.2 19.2 0.6 0.0 3.9 
ー ホームヘルパ一派遣 12.0 4.1 4.2 。。 0.3 1.9 60.1 4.1 
撃務 在宅配食サービス 18.7 2.9 7.4 0.5 0.1 0.9 48.2 6.5 
学校給食 25.1 3.0 0.3 。。 3.3 0.5 0.2 3.8 
道路維持fil修 ij1r婦等 39.3 1.7 2.1 12.4 0.1 1.1 0.3 7.1 
水道メーター検針 25.3 2.3 0.2 0.7 2.5 2.2 0.5 39.4 
ごみ処J}J!施設 16.4 1.3 0.2 0.1 56.3 0.3 0.1 2.6 
iご水処理施設 29.1 1.0 0.1 0.6 15.3 0.9 0.1 3.5 
I~I 書官官 4.1 1.1 2.2 0.0 0.1 1.2 0.3 2.7 
Jjん也 公!重i 12.0 8.4 5.9 19.9 0.2 6.4 1.7 9.4 
設保育所 4.5 0.4 0.6 0.1 0.1 0.5 18.8 4.5 
述養護老人ホーム 3.1 1.2 。。 。。 7.8 0.2 25.0 1.5 
'l おJ・ ノ1'1しi:'主2日什lヲz 1.0 1.6 2.8 1.7 0.0 0.5 8.1 3.2 
字体育館 7.0 8.8 5.7 0.6 0.1 10.6 0.1 6.2 
務一 ブール 15.7 8.5 2.5 0.5 0.3 7.9 0.1 4.5 
1;デ仁競技場 3.2 6.1 2.1 0.1 0.1 7.4 0.1 3.1 
公民館 1.5 1.2 1.3 12.9 0.0 0.7 0.3 4.3 





















































































































































































































1982年 1994年 1998'<ド 20031三
10月 10月 4月 4月
一般ごみ収集 61.4 71.8 77 84 
し尿収集 67.1 71.1 76 78 
ホームヘルノ{-i依遣 83 91 
在宅配食サービス 93 96 
学校給食 一 一 37 44 
道路維持補修・清掃ト等 一 一 50 67 
水道メーター検針 一 一 75 82 
ごみ処理施設 10.9 22.6 60 (14) 74 (17) 
下水処理施設 15.0 28.7 79 (23) 92 (36) 
図書館 一一 70(3) 74 (3) 
公i霊I 6.8 18.3 77 (17) 91 (22) 
保育所 2.6 3.7 56 (4) 60 (6) 
養護老人ホーム ー 66(27) 70 (29) 
児童館 19.4 24.0 66 (24) 71 (30) 
体育館 6.6 19.9 67 (21) 75 (24) 
プール 10.6 24.2 66 (28) 76 (34) 
陸上競技場 7.3 23.3 65 (25) 75 (30) 
公民館 - 62 (12) 73 (14) 




































( 5 ) それぞれの委託先に対して，各業務の委託が行われていれば1点を与え
て単純合計した得点である。この得点が高いほど，当該委託先に対して多く
の業務を委託していることを意味している。
( 6 ) Iその他jという委託先も含めて，委託先を関わずに，各業務の委託が
行われていれば1点を与えて単純合計した得点である。この得点が高いほど，
多くの業務を委託していることを意味している。
第 4:f転 地方政府における外部委託の状況 87 
iヨ本経済新聞社・日経産業消費研究所(当時)が行った調査でも，外部委託
を実施した地方政府のうち90%以上がコスト削減につながったと認識してい























( 7 ) 実質収支比率と公債費比率のデータは f統計でみる市区町村のすがた
2007j (一部自治体は2008:合併などによる)に基づいている。元データは，
総務省自治財政均『市町村別決算状況調:平成17年度Jである。







































































偏国帰 標準 {稲田帰 標準 価回帰 標準
































































































0.01 0.02 0.01 
0.06 0.87同* 0.15 






























0.09 0.10 1.59*ド 0.12
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(Informing) ，④相談 (Consultation)，①懐柔 (Placation)，⑤ノfー トナーシッ

















Jl~ Iヨ 市i豆 I!T村 rli区IlIJ1サ
情報公開条例(公文書:公開条例) 97.3 95.7 96.5 
審議会 懇談会の公募制度 60.5 25.6 42.2 
J¥フ"1)"Jク コメント 64.7 18.0 40.2 
市民意識調査 57.5 19.8 37.7 
rlJ民からの意見とIill答の公IJf.J 42.4 14.5 27.8 
モニタ-j!JIJ支 27.8 7.8 17.3 
6 
42 
19.1 10.4 14.5 
9.8 4.8 7.2 
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( 3 ) 導入自治体数の詳細については，柳 (2009)を参照。
( 4 ) 情報公 I~司法の対象は国の機関とされており(第 2 条)，地方公共団体の情
報公I~号手続きについては 地方公共i主体の情報公開条例に委ねられている。
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17.6 24.6 42.9 
政策執行への支援協力を受ける 17.5 21.0 31.3 33.3 
政策執行へのモニタリングを受ける 0.7 1.9 2.7 11.1 
共同でフォーラム等を企画 運営する 20.9 38.9 58.0 68.3 
有償で業務を委託する 1ら.5 31.7 49.6 71.4 



































































































( 1 ) 辻中 (2000)が日本の1:j=1央省庁に関して階統型，資金型，情報型という
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mu'，吉長 7.3 8.370 
首長 6.5 7.912 
財務担当部署 6.0 8.355 
都道JH県 4.3 6.890 
福祉1.lf本 3.5 7.266 
他の地方政府 2.3 4.250 
企業 2.2 5.666 
経:斉.1m工団体 2.1 5.048 
自治会 .1りー内会 2.0 4.364 
農林水産業団体 1.8 4.757 
外郭1.1本・第3セクタ1.7 4.980 
議会議員 1.6 2.966 
NPO・市民団体 1.4 3.796 
1隊員組合 0.9 4.366 
環境団体 0.5 2.069 
審議会・懇談会 0.3 1.291 
q-1央省h" 0.2 1.364 
都道府県議会議員 0.1 0.466 
地元選出盟会議員 0.0 0.444 
えu 古tiは， il. 1手E!J =30， i2.数[!に i回J=10， 
i3. jI.¥jに l@くらいJ=5， i4.月に 1!泣くらし寸=










(面会，電話，手紙 Eメールなど)しますかん選択肢は， 11. 毎日J12.数
1:1にl回J13.週に l回以上.Jr 4.月に 11ill以上J15.月に 11il未{jiijJの5つ
である。本章の分析では，曽我 (2006)にならい， t)、Fのようにリコードし






























( 3 ) 調査項目は，新機事業のアイデイア提供，他の省庁との調整，省内の他
部局との調整，政治家との調整，各種団体との調整，部下の活動に指示を与
えて作業をまとめること，その他。


























































5.2 6.1 20.9 5.3 1.1 0.3 1.4 0.2 2.9 1.7 0.0 
6.1 7.0 22.9 6.4 0.6 0.3 1.4 0.2 5.2 3.1 0.0 
8.1 9.0 22.7 6.4 1.0 0.3 1.9 0.3 4.7 2.0 0.0 
10.1 11.6 21.4 9.0 1.6 0.3 0.2 5.6 3.0 1.3 0.1 
8.2 9.5 21.6 6.4 1.2 0.2 0.2 4.5 2.5 1.4 0.0 
5.1 5.9 21.1 5.3 0.6 0.2 0.2 4.0 1.9 1.7 0.0 
3.3 3.9 22.7 4.1 0.5 0.4 0.2 3.5 1.9 1.6 0.0 
2.5 3.3 24.2 4.0 0.5 0.4 0.4 2.3 1.1 2.2 0.0 
4.6 5.6 22.1 4.7 0.6 0.3 0.3 4.1 1.8 1.5 0.0 
7.5 8.3 22.2 6.7 1.1 0.3 0.2 4.4 2.5 1.6 0.0 
6.5 7.3 22.1 6.0 0.9 0.3 1.6 0.2 4.3 2.3 0.0 
(つづき) 市民社会組織等
都道府県;自治会・ NPO・ 環境福祉 経済・ 農林水産外郭団体 企業議会議員 I町内会 市民団体団体団体商工団体 業団体 • 3セク
0.0 2.9 1.4 1.1 0.3 0.3 0.2 0.7 2.2 

























1.2 0.1 0.2 5.4 
0.8 0.2 4.4 1.4 
1.1 0.3 3.6 1.5 
1.4 0.5 3.1 2.1 
1.7 0.7 3.0 2.7 
2.7 0.9 2.8 3.8 
1.5 0.5 3.1 2.1 
1.4 0.5 3.7 2.1 











































































3.23 3.43 1.64 
2.49 2.52 1.54 






設) 値は， r}gにi回以上J=12， r半年に l回以上J=6， r半年に lil未満J=1，無IT答(他の i項目以上で回答してい
る場合) = 0にリコードして言十算した平均値。網かけは，各部箸で最多の項8を示している。
(4 ) たとえば市民活動調査票における質問文は， 1市民活動部署では，自治会
'II!J内会， NPO・市民団体，それ以外の各種団体とは，次にあげる内容のた
めにどのくらい頻繁に接触(面会，電話，手紙， Eメール)しますかj。回
答選択肢は日.月に 1自以上J12.半年に 1回以上J13.半年に 1由未満j。
接触内容は， A.思体から自治体に対ーする要望， B.行政方針についての説
明・説得， C.相互の意見交換， D.団体からの新規事業提案， E.委託業
務等についての連絡。












自治会 NPO 環境団体社ー/民~tffi間主| 稿i:d:当事 福祉ボラン
I1T内会市民団体 法人 者団体ティア団体
市民社会組織から 22.8 29.9 31.1 11.2 22.6 23.0 
l可じくらし、 33.4 39.5 36.6 72.8 5乙1.5 48.1 
i隊員から 43.8 30.6 32.3 16.0 22.8 28.8 
(N) (3050) (2747) (896) (1068) (1020) (999) 
li'司じくらいjの人口規模)IJ¥I[IJ合
1万以上 34.5 35.8 28.1 74.3 52.5 46.9 
i万以上3万未満 33.3 35.5 31.1 68.9 50.9 44.6 
3 TJ以上5万未満 34.0 40.5 39.2 74.5 65.0 53.2 
5万UJ二20万未満 32.5 41.2 41.8 75.0 日.4 50.0 
20万以上 32.7 53.4 46.9 70.8 52.9 47.8 
経済 農林水産外郭団体企業
i1五工!主体 業団体 3セク
iIT民子i会組織から 13.1 14.2 19.5 28.3 
閉じくらし、 62.7 56.4 49.5 34.0 
職員から 24.1 29.4 30.9 37.7 
(N) (1027) (977) (870) (952) 
f同じくらいjの人口規模別割合
l万以J二 50.6 57.6 50.3 29.4 
1万J-j、上3万未満 57.2 54.6 44.5 29.4 
3万tuニ575未満 66.7 60.4 48.3 34.2 
5万以上20万米;がj 72.4 56.4 51.5 37.2 
2075以上 74.1 50.0 58.4 49.4 
{tl'41古j

































































み該当 iOxJ，③Aのみ該当 ixOJ，④SHとAの両方に該当 iOOJ(以
下， SH/A該当)である。カテゴリ別の平均値を示したのが表 6-5であ
る o F検定の結果 1%水準で有意な場合，最多のカテゴリを濃い網かけ， 2 
番目に多いカテゴリを薄い網かけで示している。
表からは3点をよみとることができる。第 lに，福祉団体を除いて SH/
A非該当 (xx)が最少， SH/A該当 (00)が最多となっている。当然
のことではあるが， S HとAの両面で関わる市民社会組織は，職員との接触
表6-5 行政活動への関与の有無別にみた市民社会組織との接触頻度・双方向接触
自治会 IIJI句会 NPO 市民団体 環境団体(環境)
SH A 平均値 度数 標準 エF均{鹿 度数 標準 平均{直 度数 標準編差 {高差 {布i差
頻j支 × × 0.86 606 3.07 0.39 731 1.68 0.18 258 1.00 
o x 1.48 398 3.46 0.65 238 1.44 0.49 69 1.20 
双方向性 × × 0.27 561 0.44 0.26 653 0.44 0.26 231 0.44 。× 0.32 387 0.47 231 0.48 0.41 69 0.49 
x 0 545 0.48 572 0.49 0.33 158 0.47 。。 1363 0.48 1148 0.50 363 0.50 
F1直 5.176** 32.131料 9.532*持
福祉団イ本(福祉) 経済・高工i主体(産業) 農林水産業団体(産業)
SH A 平均髄 度数 標準 平j今{直 度数 標準 :;12:均値 度数偏差 偏差
頻度 × × 0.99 90 2.32 1.30 210 。× 8.33 3 2.89 2.09 45 2.89 2.25 40 
双方向性 x x 
o x 









自治会・ I!iJ宇内会， NPO・市民団体は3苦1器全体，他は( )内部替の儀。 頻度は表6-1のリコードをもとに計
算。双方向性は fl可じくらいjを1，それ以外をOとして計算(依がそのまま 双方向接触の割合となる)。
福祉団体の「綴度jは，社会福祉法人，福祉当事者団体，福祉ボランティアi主体のうち最大の主体を対象にして
いる。「双方向性jは，これら 3主体のうち lつでも「向じくらいJだ‘った場合に lとした。
第 6i主 Tli区Jif}村i隊員をとりまくネットワーク 123 
が多く，双方向的な関係にあることがわかる。
第2に，接触頻度に注呂すると， S Hとしての関与よりも Aとしての関与
によって接触が活発になる。経済・商工団体を例にとると， SH/A非該当






NPO・市民団体をみると， SH/A非該当 (xx)の0.26に比べて， S Hの














その一方，経済・商工団体では SHのみ (Ox) よりも Aのみ (xO)の




































福祉部署の福祉団体 (38.4%， 31.4%)は， ilJ!:Rと IlT村でそれほど大きな差
はない。この点，福祉団体は地方政府の規模に関わらず，行政職員の重要な
情報i1京となっていることがわかる。


















j盟11ill双方向 自治会・ NPO 日者j立14.' 諸国体 自治会 NPO 諸!立!体諸i主体以上 m'民 ① ② Il!TI付会 Tn民 ① ② I妥~~ J却材! ITI大j会、 1]体 団体
環境 × × 19.3 3.5 6.9 27.8 16.2 15.4 。 × 29.5 6.3 20.6 29.5 
× 。 24.9 9.2 11.5 35.4 16.7 20.3 
50.0 45':2': 48.3 
36.8 19.5 20.8 
福祉 × × 8.3 1.9 30.5 21.5 16.7 29.8 。 x 、 12.9 2.3 33.7 45.3 40.8 
× 。 7.5 5.8 27.7 25.6 21.1 35.1 。。
，一/.〉・ 件三
産業 × × 。 × 
× 。。。
s': 科三 11.5 2.8 39.1 35.6 I 25.6 14.7 44.9 43.6 
~l) 各カテゴリにおける{[むは.r情報iWJ:1 ~:3 i立のいずれかに各市民千i会組織をあげたilil亙i町村の%.I影
禁i力j各市民社会組織の影響力を 7fq:尺度で 5点以上としたililillJ村の%。 濃い織j:lい7はli立.i尊い網控1-すは









































































































































































































































特別区 45.41 0.90 4.98 15 では，各地方政府は，定数をどれ
中核市 47.00 0.93 1.19 19 
ほど削減しているのだろうか。表7特例市 40.46 0.85 1.60 25 
一般T!i 29.77 0.84 3.14 459 -2は，議員定数の削減率を都市ilJiJ
Iff]村 20.09 0.71 17.22 605 度別に示している。表に示したì~ílj 滅全体 25.77 0.77 10.61 1132 
li在はすべてよ!なり 率は，以下の式で求めている。例え
( 2 ) 地方議会の定数に関する沿革としては， !王i中 (1993)を参照。近年の議
論動向については，丹羽 (2007: 66-76)を参照。
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表7-2 都市制度完IJの定数削減率 (QJ.位%)
上 IIJ~数 1 -10% 11-20% 21-30% 31-40% 41-50% 51 %JJ、上 N 
政令市 33.3 33.3 33.3 0.0 。。 。。 0.0 9 
~1J:7J !J IR 6.7 53.3 33.3 6.7 0.0 0.0 。。 15 
1':1核TIl 31.6 26.3 36.8 5.3 。。 0.0 0.0 19 
特例TIi 12.0 32.0 12.0 40.0 4.0 0.0 。。 25 
一般TIl 23.5 10.0 25.7 25.5 11.8 3.1 0.4 459 
IJ 十i 6.1 2.3 14.4 28.9 27.3 17.2 3.8 605 
全体 14.0 7.4 19.7 26.9 19.4 10.4 2.2 1132 
ば，人口1800人のJnJで、は法定定数が12で、あり，条例定数が6人の場合，削減
率は50%となる。
















1万人未満を 1，1 75人以上 3万人未満を 2，3万人以上 5万人未満を
3， 5万人以上20万人未満を 4，20万人以上を 5とする。この 5区分の背景
には， I!IJ・4寸と市の境界となる 3万人， 5万人を区分していること，人口の増
加に対して議員の定数は単線的に設定されていることがある。































( 3 ) 中学校数を投入した場合でも有意、な結果が得られた。ただ，自治会数と
中学校数は強い相関がみられるため，分析では除外した。




















-6.442**本 -3.525料* -2.947* 
(0.344) (0.386) (0.389) (0.444) 
財政力指数 15.776時仲 4.835判手 4.954判吋 0.677 
(1.560) (1.547) (1.587) (1.665) 
公償資比率 0.533料* 0.017 0.017 0.091 
(0.060) (0.063) (0.063) (0.100) 
合併の有無 -17.275不** -16.976*同
(1.046) (1.062) 




定数 36.962料* 25.237料* 35.410料収 35.087必 33.674本記*
(0.999) (1.411) (1.407) (1.450) (1.984 ) 
調整i斉み iミ2 0.173 0.272 0.415 0.417 0.091 
N 1131 1111 1110 1088 732 
i¥t) 料*Iま1%水準 料l土5%水準 *は 10%水準で右 !Æ~ ，モデル V は合併した自治体を i徐い




















一般 Igji台 NPO J探境福祉労働経済農業
5万以上
20万未満 1 -20% 81.0 
~n 濃い織かけ苦1分は. i~IJ減率が 0% と 20%以上のカテゴ 1) の差が10ポイント以上地1JII していることを示
している。れ、納かけfl分は. I百iじ条例で‘lO;l-イント t:J、上減少していることを示している。

































のウェブ公IJ司 {岳W5i1Jf支 の公1m 議事録の公n見 N 
1 75未満 11.7 69.0 31.3 10.7 281 
i万以上3万米I"1¥I:j 27.0 71.2 44.8 15.1 319 
3万以上5万未満 50.8 72.4 53.6 23.8 181 
5万以上20万未満 77.2 81.6 64.0 28.6 294 
20万以上 85.2 88.9 84.0 34.6 81 
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表7-6 関かれた議会への改革と市民および市民社会組織等の審議会参加率(別立%)
議会の 一般自治 労働経済農業外郭 3人1:哨芳ミ N 透iりHt 市民 iェLτ キJ1合目1:本団体 i主体
l万未満 ~x:"i'>: なし J立8t93aM78.1 15.6 62.5 60.9 17.2 14.1 64 
1 -2項目 68.6 12.9 60.7 58.6 14.3 16.4 140 
3-4項目 γgゑ!:i， 67.5 10.0 65.0 62.5 17.5 20.0 40 
1万以上 改革なし ;税君砲明士2 37.3 25.4 66.1 67.8 20.3 27.1 59 
3万未満 1-2JR151 8954;g ゐ d 38.4 21.3 65.9 60.4 14.0 24.4 164 
3 -4 3長官 24.6 14.5 47.8 8.7 66.7 53.6 11.6 27.5 69 
3万以上 改革なし 領H西ZEt軍8L813 部31，.3，品6.:3 幻S5悦a3G1 9446Q478 6J12;t 32 
57:i未満 1 -2項@ 82.8. 73.4 、 T; 17.2 ，~町怠E 5J今ょ7618.8 32守8会ム二 64 
3 -4 31，[E':! . 89J， 73.4 5止ま'3.1. 5 50.:Q. 17.2 <.6'(;2' 54';7" 14.1 64 
5万以j二 改革なし 77.8 88.9 61.1 33.3 38.9 22.2 50.0 44.4 16.7 22.2 18 
207']未満 1 -2 3NI~! 75.3 71.1 63.9 27.8 41.2 20.6 45.4 34.0 6.2 20.6 97 
3 -4 Jl~ I~I 83.3 72.7 63.3 31.3 44.7 18.0 45.3 34.7 13.3 24.0 150 
207)以上 O-2JR121 73.8 75.O JLJ六6S6g1j6;2ごYら 25.0 50.0 16.7 58.3 33.3 16.7 16.7 12 
3 -4 J貝iヨ 74.0 73.8 三 21.3 34.4 8.2 34.4 14.8 9.8 23.0 61 









































職員数には互の関係がある。人口 175人未満では 1-2人 (84-.2%)が多数







( 4 ) 議会事務局職員への調査として，江藤 (200gb)を参照。
( 5 ) 政務調査費の沿革と判例については，勢旗 (2007)を参照。
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表 7-7 議会事務局宅政務調査費の現状
A 議会事務局人数
1 -2人 3-4入 5-6人 7-8人 9人以上 N 平均 標準偏差
17J'未満 84.2 15.1 0.0 0.4 0.4 285 2.0 0.9 
1万以上3万未満 33.8 59.7 5.9 0.3 0.3 320 3.0 1.0 
3 万~j、上 5 万未満 2.3 47.5 48.0 1.7 0.6 177 4.5 1.2 
5 )j以j二20)j.~ミ ;~{;j 0.0 5.3 37.8 30.4 26.5 283 7.3 2.1 
20万 ~j、上 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 75 18.0 7.0 
全体 30.9 29.2 18.5 8.0 13.4 1140 5.0 4.5 
B 政務調査費(1人あたり)
なし 1 -10万 11-20万 21-30)j 31万以上 N 平均 標準編差
1 )j未満 85.8 5.5 4.4 3.3 1.1 183 1.0 3.0 
i万以!こ3万米i;l，j 64.1 8.2 12.3 9.5 5.9 220 5.1 19.1 
3万以上 5万未iW，j 26.9 8.3 11.7 22.1 31.0 145 11.9 1.7 
5)j J、」二20)j1~ i;lj 6.3 9.1 8.3 15.4 61.0 254 25.7 25.5 
20)j ~j、 j二 0.0 2.7 1.4 6.8 89.2 74 108.2 104.1 
全体 40.3 7.4 8.4 11.8 32.] 876 20.0 44.8 
体の傾向をみると， 40.3%の地方政府で政務調査費が支給されていなし iO 一
方で， 32.1 %の地方政府では31万円以上の政務調査費が支給されている。 地
方政府全体の議員 l人当たりの平均は20万円である。
人口規模別にみると，人口規模の大きさと金額の多さには正の相関関係が
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( 1 ) ただし，予算編成における知事査定前の県執行部と自民党県連執行部の
事前協議の実施，制度化に言及し，議会自民党の地位は相対的にやや高まっ
ていることも指摘している(田口 1961: 27 -28)。

























)1 1974 : 328 ;河村 2001: 27)。そのため，地方議員の党派性の実態を探る
必要がある。
2つiヨは，首長選挙において，政党はどのような状況の下で支持を表明し，






























































1 7I以上3Ti未満 52.9 4.1 6.1 1.7 6.6 
3万以上5万未満 50.6 6.8 5.6 フ2 7.4 3.5 24.1 144 
5万以上20万未満 39.6 10.8 7.9 2.5 9.8 3.2 26.3 241 
20万以上 32.2 16.4 12.5 3.3 12.1 3.2 20.6 74 



























×民主党 ×地域政党 ×無党派 ×社民党 ×無党派 x1!民党派
1万未満 0.03 -0.21 *ネ* -0.86*料 0.08 -0.34*料 0.01 
175.tUニ3万未満 0.05 -0.21 * -0.87料ネ 0.05 -0.30*料 0.09 
3万以上5万未満 0.03 -0.23辛料 -0.86*** 0.03 -0.28**ネ -0.02 
5万以上20万未満 0.05 -0.19ネ*ネ -0.81*付 -0.13料一0.35料* -0.13** 
20万以上 0.20キ -0.22* -0.74やドホ -0.26** -0.59ネ** -0.15 
全体 0.02 -0.21料* -0.82料ネ -0.02 -0.33料* 0.03 
5主)帥*: pく.01 料 .pく.05 ポ :pく.10




























!と1j:'C タ凡 ヲ1二 lヨ 1スこ;町、九 i!:~ N 
優位型 型 優位型優位型
多党型の議会が23.6%，
l刀未満 63.3 3.7 4.1 28.9 218 
1 75以上375-;jミia: 63.5 5.2 3.2 28.1 249 
58.1 %となる。 3万以上5万未満 62.6 6.8 3.4 27.2 147 
57:.it:.uニ2075未i前 45.5 23.6 3.7 27.3 242 
20万以上 20.3 58.1 1.4 20.3 74 
全体 55.2 14.1 3.4 27.3 930 


























表8-4 人口規模別の首長選挙時の支援政党数(単位 %) 割合が89.4%であ
N る。また，政党支
I万未満 90.4 7.7 1.9 0.0 0.0 261 援を受けずに当選
1万以上3万未満 80.1 15.5 2.7 1.7 0.0 0.0 291 
3万以上5万未満 74.5 15.2 6.9 3.4 0.0 0.0 145 している場合も，
5 Jj以上2075未満 58.4 15.1 16.7 6.5 2.9 0.4 245 
89.8%である。
2075以上 42.4 16.7 13.6 18.2 7.6 1.5 66 
全体 74.2 13.4 7.2 3.8 1.2 0.2 1008 選挙での支援を
( 4 ) 単純集言十や人口規模によるクロス集計結果などについては，演本 (2009)
を参照されたい。
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受けていないにもかか 表 8-5 首長選挙時の政党支援の有無と蓄長支持
わらず，支持を得てい 議員割合(単位:%) 
る首長が多いことがわ











あり なし N 
自民{憂{立I\~ 35.5 64.5 422 
非自民援{立型 26.9 73.1 26 
無党派優位型 26.3 73.7 205 
多党型 70.0 30.0 110 
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人仁11 万 ~3 万
人!こ13 万 ~5 万
人仁1575 ~2075 
人口20万以上(基準カテゴ1))
定数 -1.796*** -2.736ネ** -2.610*** 1.379*** -2.595*水ネ
(0.470) (0.553) (0.674) (0.437) (0.722) 
761.940 512.360 319.973 867.412 297.294 
0.115 0.141 0.114 0.133 0.092 
0.178 0.265 0.289 0.192 0.249 
838 838 838 838 815 
-2LL 
Cox & Snell R' 
Nagelkerke R' 
N 



















































































ili民 環境 福祉 産業振興
決定執行 立案 決定執行 立案決定執行 立案 決定執行
立案 0.48 0.57 0.15 0.04 0.06 0.09 0.05 0.07 0.09 0.02 0.03 
市民決定 1.00 0.54 -0.01 0.06 0.01 0.04 0.10 0.07 0.06 0.1 0.08 
執行 1.00 0.02 0.01 0.07 0.05 0.03 0.1 0.07 0.08 0.1 
立案 1.00 0.40 0.49 0.12 0.08 0.05 0.10 0.04 0.06 
環境決定 1.00 0.59 0.05 0.03 0.03 0.07 0.08 0.03 
執行 1.00 0.12 0.00 0.06 0.09 0.06 0.09 
立案 1.00 0.37 0.49 0.05 0.06 0.10 
福祉決定 1.00 0.50 -0.01 0.05 0.01 
執行 1.00 0.00 0.00 0.05 
産業 J1.案 1.00 0.42 0.40 
決定 1.00 0.47 
~l) 数値は首長一議員li¥lの影響力許信liの差である
太字音1分l土， 10%水準以 i二て、有]'!"ー であることを示している
( 7 ) 首長一議員間の影響力評価の単純な差に基づいても，相関係数はほとん
ど変わらない。


























市民 | 環境 j 福祉 j 産業振興
立案決定執行|立案決定執行|立案決定執行|立案決定執行
2/3 ~)上 I 24.3 21.1 21.6 I 25.6 21.3 22.5 I 26.3 20.9 25.5 I 24.9 21.3 22.5 
過半数以上 I29.0 27.3 20.7 I 31.6 23.8 22.8 I 27.0 17.2 22.2 I 27.1 24.3 22.3 
過半数以下 I13.2 14.3 14.3 I 28.8 16.4 23.0 I 41.4 22.5 28.6 I 18.8 18.8 26.6 






















ili民 環境 福祉 産業振興
立案決定執行 立案決定執行 立案決定執行 立案決定執行
政党J山り |241233244295 川 24.4I 25.2 別 26.1I 25.2 20.5 24.4 
無党派 24.7 21.6 17.7 I 29.6 21.9 23.0 I 28.0 18.3 22.5 I 26.0 22.4 22.1 
政党推薦の有無 (20万以上)
ili民 環境 福祉 産業振興
立案決定執行 立案決定執行 立案決定執行 立業決定執行
政党推薦あり |333 333 385 23.4 14.9 26.1 28.6 14.3 23.8 24.4 20.5 31.8 
無党派 10.5 10.5 15.8 28.6 19.0 28.6 31.6 15.8 26.3 45.0 10.0 35.0 
自民党推薦 (20万以上)
市民 環境 福祉 産業振興
立案決定執行 立案決定執行 立案決定執行 立案決定執行
I~ 民支援なし l207 山 24.1 24.2 18.2 36.4 31.0 10.3 24.1 37.5 15.6 28.1 
自民支援あり 32.0 36.0 36.0 20.7 17.2 21.4 25.9 18.5 22.2 26.9 20.0 40.0 
註) 数値は談員が1室長と同等かそれ以!この影響力があると認識されている比率である
( 8 ) 別な要国として，首長の当選回数が考えられる。当選回数を重ねた首長

















il民活動 環境 福祉 産業振興
立案 決定 執行 4」L-d茶土 決定 執行 立案 決定 執行 立案 決定 執行
-~!Z dïJ~ 0.04 -0.14 -0.06 -0.10 -0.01 -0.07 -0.05 -0.12 -0.22 -0.09 -0.02 0.05 
自治会 一0.21 -0.11 0.09 -0.11 -0.09 0.09 -0.09 -0.03 -0.24 0.03 0.00 0.15 
トIPO'il民liJ1:本 0.07 0.01 -0.11 0.09 -0.03 -0.05 -0.05 0.04 -0.17 0.13 -0.02 0.10 
J~!境 i主体 -0.03 -0.08 -0.05 0.04 0.01 -0.01 0.06 0.01 -0.55 0.21 -0.13 0.36 
t/;¥お1:lili4' -0.01 -0.07 0.03 0.13 -0.27 -0.16 -0.11 -0.01 -0.21 0.00 -0.12 0.22 
労働組合 -0.15 -0.17 -0.07 0.04 -0.05 -0.34 -0.10 0.13 -0.71 0.08 -0.08 0.20 
経済商工団体 -0.08 -0.13 0.01 -0.09 -0.07 -0.10 -0.01 -0.04 -0.40 0.06 -0.08 0.00 
農林水産i主体 -0.01 -0.15 0.03 -0.04 -0.08 -0.08 0.06 -0.18 -0.52 0.04 -0.15 0.00 
外郭1]体 0.07 -0.09 -0.07 -0.23 -0.14 0.18 -0.28 -0.12 -0.33 0.12 0.06 0.16 
企業 0.02 -0.07 -0.16 -0.01 0.02 -0.07 -0.15 -0.14 -0.41 0.03 0.03 0.05 















































































































































示されている。小林・ I~:I 谷・金 (2008b) は 2005年に都道昨県職員に対して













































表 9-1 職員意識の分布(単位 %) 
ili民活動環境福祉産業振興全体
行政の評価基準としては政策の効率性が最も重要である 55.6 58.6 54.1 58.9 56.8 
広域行政に向けた取殺iはいっそう推進されるべきである 71.9 68.3 66.0 68.5 68.7 
税負担を増やせない以上，行政サー ビスが低下しても仕方
26.5 27.5 28.6 28.9 27.9 がない
行政サー ビスのうち民間でできる業務はなるべく委譲した
81.9 72.0 77.4 76.9 7.0 ほうがよしミ
i主!の権限のうち百ITtiをなものは自治体に委設したほうがよい 62.2 50.0 58.5 62.3 58.2 
地方自主IHiJjlまさらに拡大されるべきである 86.5 7.9 80.0 82.7 81.8 
続々 な!主体の活動は，mIlミの要求やニー ズを政治に反映す
69.3 66.4 69.1 69.5 68.6 るために必要である
f!i民の底接的な政治参加iはもっと促進されるべきである 69.9 63圃1 62.7 67.7 65.8 
i竜自治wと都道JH県との関係はこれからますます強くなる 28.2 34.1 29.3 36.7 32.1 
費 i~li台{本と III 央省庁との!羽{系はこれからますます強くなる 15.0 13.4 16.7 22.0 16.7 
i主!の主要な政策課題(立地域liIJ格差の是正である 71.4 67.5 72.4 74.8 71.5 
i主iや自治体はどちらかといえば経済成長よりも環境保護を
25.5 55.1 35.6 27.2 35.9 重視した政策を行ったほうがよい
企業は利益追求だけで、なく社会貢献も行うべきである 93.0 92.3 92.0 93.7 92.8 
!主!の行政逆営は全般的にみて満足で、きる 5.2 6.6 6.0 6.7 6.1 
貴自治体の運営には全体的にみて満足で、きる 44.5 39.5 40.2 40.9 41.3 
























I~] による調整が求められている。表 9 -1から部署1，¥Jでの差はあまりみられ
ない。しかし，市匿i町村の人口規模で、ははっきりした差がみられる(表は割
愛)。人口 5万人未満の都市で、は77.8%が肯定的な回答であるのに対して，

























ます強くなる -0.053 -0.023 0.064 0.668 
貿 I~I 治体と I:j:) 史省庁との関係はこれからます
0.785 0.082 -0.069 -0.032 0.615 ます強くなる
!~Iの篠IqQのうち可能なものは自治fふに委譲し
0.031 0.822 0.014 -0.006 0.676 たほうがよい
地方自主財源はさらに拡大されるべきである 0.059 0.810 -0.055 0.030 0.655 
蝶々 な団体の活動は， I主1定の要求やニー ズを
-0.051 -0.124 0.861 0.050 0.700 政治に反映するために必要である
1'1民の直接的な政治参加はもっと促進される
-0.040 0.097 0.790 -0.030 0.656 べきである
行政の詳細基準としては政策の効率性が最も
0.257 -0.119 0.065 0.518 0.348 重要である
広域行政に向けた取組はいっそう推進される
0.181 0.063 0.126 0.520 0.376 べきである
税i三!ifl を増やせない.l-~U二，行政サービスカ'j氏 -0.207 -0.113 -0.212 0.630 0.457 下しでも仕方がない
行政サー ビスのうち民間でできる業務はなる
0.129 0.207 0.059 0.621 0.497 べど手言論I，t、ほうがよい
2.098 1.141 
20.975 13.465 11.410 10.620 












































ゴ1) (0.3未満， 0.3~0.5 ， 0.5~0.7 ， 0.7以上)に分類した値を月3いる 50
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( 8 ) 2章において市民社会組織の政策過程への参加を検討した際にも，この
ような擬{以的な棺関関係が確認されている。


































市民アンケート 13.6 16.0 18.8 15.3 15.9 
j也1:3:別懇談会 15.1 14.4 13.8 14.4 14.4 
公聴会住民説明会 9.5 12.2 10.5 11.4 10.9 
審議会への公募住民の参加 4.8 4.6 4.8 4.3 4.6 
J¥ブ")ック コメント 5.2 4.5 4.1 4.6 4.6 
ワークショッフ。 4.2 2.4 3.8 3.8 3.5 
iH J民会議 3.1 2.1 1.2 1.6 2.0 
il政モニター 1.8 1.7 1.5 2.0 1.7 
住民投票(条例に基づく) 1.3 0.8 0.4 0.9 0.9 
シンポジウム フォーラム 0.6 0.4 0.4 0.9 0.6 
直接請求(条例のiHlJ定改廃) 0.3 0.4 0.2 0.2 0.3 
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i吉幸tH云述・親1mなど日常のi舌動
で行政ができない役割を来たし 89.8 93.8 91.7 95.0 95.3 92.9 I 0.161同 0.196料 0.152* 
ている
福祉，治安，まちづくりなどの






80.9 80.0 意形!まを I~I ることカfできる
行政の施策・事業の円滑な実施














l万以 3万以 5万以 i人口規伊 審議会と 業務委託1万一 . 20万 17
未満上37'i Jニ5万上20万以上全体|との関連 の関連 との関連
未満 未満 未満 I (y係数) (y係数) (y係数)
58.6 65.3 72.9 57.0 I 0.212判 0.062 0.007 
91.7 95.3 97.6 91.9 I 0.185料 0.126 0.131 * 
79.0 78.5 75.9 79.4 1-0.087* 0.108 0.103 
95.0 95.6 97.6 95.7 I 0.041 0.225料 0.201料
87.8 90.2 85.7 89.8 1-0.040 0.214** 0.175吋
46.4 54.2 54.1 41.3 I 0.289料一0.041 0.039 
63.5 72.4 77.6 70.5 1-0.042 -0.009 0.018 
29.8 44.4 62.4 34.4 I 0.288料 0.038 0.101仇
6.6 9.1 10.7 6.3 I 0.250** 0.023 0.038 
N 283 325 181 298 85 1172 I 1171 
託) Nは各項目の欠損他により若干異なる。ここでは情報伝達-貌践の項iヨの他を示した。















































































表9-6 部署男IJにみる NPO・市民団体に対する評価(単位:%) 
i人口規模 審議会 業務委託













59.9 48.5 62.3 57.0 56.9 0.012 0.054* 0.225料
62.0 51.8 56.6 58.6 57.2 I 0.203キネ 0.185料 0.232** 
65.5 50.2 68.0 60.3 61.0 I 0.159*回 0.149水永 0.308料
40.6 25.8 40.2 35.9 35.7 0.056*台 0.108** 0.232ヰド










































??????? ? 11.9 12.7 12.9 I 0.004 0.030 -0.002 
0.086** -0.033 -0.026 
0.039* 0.003 -0.051 
専門的な知識やノウハウに欠ける t 
19.0 17.7 19.8 21.8 19.6 1-0.128料 -0.093料 -0.158判
部分がある i 
継続的な活動をする基盤がIJ~ し、 46.7 39.0 41.9 46.8 43.6 I 0.003 0.012 -0.018 













































(15) 小田切・新}I (2007)によると，行政と NPOとの協働として，相互補
完や役割分担を挙げる回答が多しミ。また，謀長級以上の職員のほうがIZiJ働に
対する意識が高し、。本章の分析は謀長相当J[:訟を対象とした質問への回答に基


























との関連 の関連 との関連活動 振興
( y係数) (γ 係数) (y係数)
必要なi脊報を得ることができる 83.0 76.7 82.4 87.2 82.3 0.076** 0.197料 0.101同
Tli民参加を活発にする 74.4 69.2 72.3 66.9 70.7 0.085判 0.154 * 0.057 
先進的な施策の実施に役立つ 57.1 48.0 51.6 56.4 53.3 0.098** 0.1臼** 0.090料
利害調整に役立つ 43.3 39.1 38.6 48.2 42.3 0.003 0.ll9料 。‘026
行政の主張に正当性を付与する 37.7 34.8 35.1 40.8 37.1 -0.025 0.073* -0.002 
政策・施策への反対が緩和される 30.8 27.5 29.5 33.0 30.2 0.005 0.060 0.048 
行政運営の長期的な視野を欠く 5.3 7.1 4.8 7.4 6.1 -0.094仲 -0.125** ー0.085*ド
行政判断の自律性を失う 3.5 4.5 2.8 5.2 4.0 -0.114 -0.108料一0.102料
N 1101 1069 1110 1076 4325 4325 3167 3195 
itU N は各 J:r~ I~! の欠損値により若干異なる。ここでは必要な情報の;項 I~! の伎を示した。
































#1iみ合わせ 相関係数 N 
NPO. ilT民団体先駆性×各種j主体情報 0.21 4108 
NPO 市民団体柔i!U，性×各種団体情報 0.209 4111 
NPO. ili民団体柔軟r1x各種団体参加 0.211 4115 
NPO. ili民団体柔軟性×各経団体先進的 0.249 4099 
NPO . rji民団体‘効率的×各経団体 先進的 0.217 4097 
NPO. -m民団体.多元的×各経団体.先進I'J(J 0.247 4096 
目u 表示したのは， ~'n関係数は0.2以 j である。
。。

















































































( 1 ) 制度パフォーマンスに関しては 家計や失業率なととの統計データを手Url=J
することでその評価を行っている文献も蓄積されている(例えばKnackand 
Keefer 1995; Newton and Norris 2000; Kaufmann and Mastruzzi 2003など)。
190 






(Halachmi and Bouckaert 1996; Mayne and Zapico-Goni 1997; Hatry 1999; Mor-






























































る(例えば赤井・佐藤・山下 2003;林 2002;坂本 2005;金 2005;横山 2006



















( 3 ) この「全i富市区の行政比較調査jは年度により 指標の名称や調査項目
数が異なる。ここでは2006年の調査概要のみを参考に記述している。
( 4 ) 例えば「行政サービスj支j算定において，料金や施設定員数などは数値
が大きいJI買に偏差値を出し，さらに10段階に分けて得点化したとあるが，公
開されているデータからはその過程を知ることはできない。
( 5 ) 第4節で、はパフォーマンス指標との相関分析を行い，本章で作成した指
標の頑健さを考察する。






























































( 8 ) 市区1IJ村-における外部委託の状況については 第4章で論じている。
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団体等に任せるというものである。 2003年の地方自治法改正により実施され



































































































































革新度 充実度 革新度委託度 いる。行政革新度は制度的革
サービス充実度 0.575 
新度とサービス充実度を合わll46 
行政革新度 0.909 0.864 せたものであり，また透明度
1146 1146 
は制度的革新度の構成要素と業務委託度 0.440 0.417 0.483 
1130 1132 1124 重なるため，これらの指標間
透明度 0.905 0.485 0.805 0.390 
の相関関係は強い。 指標の構1156 1146 1146 1130 
(訂:)係数はすべて 1%水準で有志..下段の数字はサンプル数。 成要素の重複がない制度的革


















制度的 制度的革新度サービス 行政 行政革新度 業務











0.682** 0.430去* 0.634料 0.668料 0.353料 0.572料
523 524 520 520 514 523 
0.170** 0.061 0.128料 0.145料 0.024 0.118** 

































































































行政組織の大きさを表すものとして住民 1人あたりの行政職員数をとり， ~;13 
関分析を行った1。表10-5はその結果を示したものである。すべての指標
で，人口規模，人口集中地区人口比，財政力指数が正の相関を，高齢化率，
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表10-4 人口規模別の指標の記述統計量
N 平均値標準{扇差最小値最大1f~{
ilJlJ支[19革新j支 全体 1156 10.87 6.70 1.00 33.00 
175未満 277 5.68 3.59 1.00 29.00 
1 75"以上3万未満 322 8.47 4.8 1.00 26.00 
375"tUニ5Ti未満 180 11.52 5.25 1.00 25.00 
5 75" ~:U二2075'未満 295 14.96 5.81 1.00 32.00 
20万以上 82 21.71 6.20 1.00 33.00 
Fi直 246.64村松
iHJjr支1'J]1f':新j支 全体 1156 13.53 8.66 1.11 48.93 
(経過年数含む) 1 75未満 277 7.09 4.19 l‘12 31.45 
1万幻上375"未満 322 10.41 5.51 1.12 35.98 
375"tu二5/5"未満 180 14.03 6.48 1.11 30.16 
5/5"以上20万未満 295 18.42 7.62 1.36 45.78 
20/5"以J二 82 28.87 8.85 1.40 48.93 
F ifu 259.16キ料
サービス充実度 全体 1157 11.84 5.54 1.00 29.00 
1 15'未j出j 280 8.56 3.91 1.00 23.00 
1 75以Jニ375未満 322 10.85 4.37 1.00 22.00 
3万以上575"未満 178 1.53 5.08 1.00 23.00 
5万以上20万未満 294 14.47 5.67 1.00 29.00 
2075" J_J二 83 18.04 5.53 2.00 27.00 
F l'位 91.61 *同
行政11~新 j支 全体 1146 22.82 10.87 3.00 55.00 
1 75"未司令 274 14.30 6.14 3.00 46.00 
1 75"J2l.Jニ3万米i日j 321 19.35 7.07 3.00 43.00 
375"t)上5万未満 177 23.17 8.62 5.00 46.00 
5万以上20万未満 292 29.63 9.51 5.00 55.00 
20万以J二 82 39.88 10.14 3.00 55.00 
F 1fu 235.74料公
行政革新度 全体 1146 25.49 12.69 3.20 69.63 
(経過if'-数合む) 1 75未満 274 15.72 6.67 3.20 48.45 
l万以上3万未満 321 21.29 7.88 3.23 50.80 
3万以上5万未満 177 25.71 9.68 5.24 50.54 
5万以上2075"未満 292 33.11 11.12 5.36 67.78 
20万以上 82 47.04 12.67 3.40 69.63 
F1f在 254.25*去史
業務委託度 全体 1143 9.79 4.72 0.00 32.00 
1)]未満 280 7.94 3.36 1.00 22.00 
175以上375"未満 318 8.63 3.50 0.00 20.00 
3 15"~JJ二 575"未満 177 9.58 4.05 1.00 23.00 
5万以上20万未満 288 1.45 5.13 0.00 29.00 
20万以上 80 15.38 6.43 1.00 32.00 
F値 64.22**持
透明度 全体 1156 4.66 2.97 0.00 15.00 
1 75"未i荷 277 2.81 1.87 0.00 13.00 
175J辻仁375'未満 322 3.65 2.26 0.00 14.00 
3万以上575"未満 180 4.84 2.57 。o。14.00 
5万以上20万未満 295 6.14 2.67 0.00 14.00 
9.10 3.12 0.00 15.00 
(t，1:) 料本p.く0.01 F {痘lまう-:tt枚分析による。
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表10-5 指標と地域特性との相関係数
人口 人!二i集中地区高齢化第 1次産業財政力住民 l人あた
規模 人仁IJt ご「ごるIす二 就業者数Jt 指数 りのj段員数
HiIJ度的革新j支 0.667 0.556 -0.416 -0.444 0.452 -0.408 
1156 1156 1156 1156 1130 1156 
サービス充実度 0.480 0.357 -0.333 0.345 0.366 -0.328 
1157 1157 1157 1157 1130 1157 
行政革新度 0.661 0.529 -0.428 0.455 0.469 -0.419 
1146 1146 1146 1146 1120 1146 
業務委託度 0.401 0.287 -0.214 -0.240 0.213 -0.231 
1143 1143 1143 1143 1118 1143 
透明度 0.570 0.496 -0.346 -0.363 0.370 -0.328 
1156 1156 1156 1156 1130 1156 











2.623金料 1.574*付 4.232*** 1.371料ネ 1.010*.場
(0.163) (0.165) (0.271 ) (0.149) (0.081 ) 
人口集中地区人口北 0.040叫ネ 0.006 0.046*同 0.010* 0.019州訪
(0.006) (0.006) (0.010) (0.006) (0.003) 
第 l次産業就業者数比 0.540 -1.537 -1.240 -0.793 1.092 
(2.010) (1.976) (3.353) (1.764) (0.993) 
財政力指数 1.316* 2.236同* 3.502仲宗一0.655 0.361 
(0.721) (0.713) (1.201 ) (0.640) (0.356) 
住民 1人あたりの職員数 9.986 -21.500 -5.795 13.128 17.450 
(38.681) (38.953) (64.450) (33.978) (19.112) 
定数 2.054 ** 6.753**会 8.800料* 6.256科学 1.005*示
(0.809) (0.806) (1.343) (0.720) (0.400) 
調整済み R2 0.460 0.239 0.449 0.154 0.336 
N 1130 1130 ll20 1118 1130 
判キ pく0.01 料 pく0.05 * pく0.10 ( )は傑準誤差








































































よって， (1)国家一社会関係の再編成， (2)主体間の相互行為， (3)集合的利益の
実現という三つの論点を導いた。これらをそれぞれ操作化して，次のリサー
チ・クェスチョンを導いた。
RQ 1 (主体) 公共サービス供給をめぐる政策過程に多様な主体が参加して
いるか。各主体は一方的に行政から業務を委託されるような，単なるエージ
ェントの立J%-を超えて，ステイクホルダーでもあるか。
RQ 2 (相互行為) 主体問の相互行為(規律付けメカニズム)はいかなるも
のか。それらは静的な制度か 不特定多数のステイクホルダーとエージェン
トの関係に対応できる動態的なものか。





































それでは参加が盛んな市区町村aはどのような特徴をもつのか (RQ1 -1 )。
まず自治会については，人口規模が大きい地域ほど参加が行われない傾向に































































































































第11章 ローカル・ガパナンスの現況と公共サーピスへの効果 211 












































































































































































主体lJI参加i得点(11主体 自治会， NPO，環 部局ごとに参加ルート数を集計(0-4) 
境li体等)
参加
ルート別参加得点(4種 審議会，計画，執 参加ルートごとに参加主体を集計 (0-
行，評価)





主体別関与得点 (10主体 自治会， NPO，環 主体ごとに関与の種類数を集計 (0-5) 境団体等)
種類別関与得点(5種 許認可，派遣，支接， 関与の種類ごとに対象主体数を集計(0 
関与 委託，モニタ) -10) 
総合関与得j 種類別関与得点を集計 (0-50) 
NPO 関わり得点(提言，委託等6穫の関与の 6種の関与を集計 (0-6) 有無.第5掌参!m)
主体JIJ接触頻度(3主体・自治会， NPO，諸 リコード(第6挙)コ主体ごとに 5種の
団体) 接触頻度を平均 (5-30) 
接触 種類別接触頻度(5穂 要望，説得，交換， リコード(向上)コ種類ごとに 3主体の







対成熟NP，O公職平員)意識(主成分3種:先進性， 未 伊の藤入れ・替辻中えな(2し00。9) 参照。 ただし， 尺度




































1.21 *昭島 0.26 
-0.87ネ判 0.25 
0.01料 0.01 






( 2 ) この扱いは第9章の処理と異なるが，析出された主成分は同じである。































































































































( 1 ) 文部科学省特別推進研究「日韓米独仁1:1における 3レベルの市民社会構造
とガパナンスに関する総合的比較実証研究j









近隣住民組織である。近隣住民組織については， Read with Pekkanen eds. 
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付録:4部署における調査票の構成
分類 質問項目 i!'i民活動 5苦境 福主上 Ilfi芸室長長玖i
A) I日答者の属性 間後:討の鼠tt(存1署名 役i様、よ1:銘JI}!!H!) QI QI QI QI 




~l 治会等への補助金交村・資材提供先 Q6 
8治会等:と市IHT村の望ましい関係 Q7 
自治会等の現状・今後についての意見 Q8 
C) 行政サービスの状況 ïlî民参加i制度等へのJt~り ~11み・導入年度 Q9 
行政サービスへの取り組み Q 10 
外部委託 Q 1I 




持議員割合 Q 14 
の政党支援 Q 15 
革新首長経験 Q 16 
議会実議員定数、職員数など Q 17 
議員割合 Q 18 
大企業の有無 Q 19 
E)各磁間体とのかかわり NPO・ili民団体との関わり Q 20 Q2 Q2 Q2 
詩!至l件、との関係 Q 21 Q3 Q3 Q3 
諸団体の参加 Q22 Q4 Q4 Q4 
自治会.NPO・諸国体との接触内容 Q 23 Q5 Q5 Q5 
NPO・市民団体につし、ての窓見 Q 25 Q6 Q6 Q6 
行政とi主体の接触についての意見 Q 26 Q7 Q7 Q7 
F) 政策形成 1特fH!京 Q8 Q8 Q8 
接触の頻度 Q 12 Q 1 Q 12 
接触の方向 Q 13 Q 12 Q 13 
産業施設誘致・設置のi療の手続き
4Qこ9こレ/己Qア9 J3~*物lI'Z* 処理施策の~\/案・決定手続き
政策立案のi黙に時間をかけ。る事柄 Q 10 Q9 Q 10 
政策執行の!療に重視する事柄 Q 1 Q 10 Q 1 
政策形成における各アクターの影響力 Q 24 Q 14 Q 13 Q 14 
G)職員意識 地方自治・社会状況につし、ての意見 Q 27 Q 16 Q 15 Q 16 
ilj民参加の望ましい方法 Q 28 I Q 15 I Q 14 15 
Abstract 
Locα1 Governaれce:Locαl goverれmentand Civil Society 
Eds. by Ylltaka TSlljinaka and Shllichiro lto 
243 
The aitn of this book is to empirically grasp the 10ca1 govemance in Japan、basedon a nation・wide
Sllrv巴y01' basic 10ca1 govemm巴nts(cities， wards， towns， and villages).入百 theiSSlle facing 
governance， inthe modern welぬresta(e， ithas become difficll1t for administrative organizations to 
solely bear the responsibility for providing pllblic services. Instead， the range of diverse participating 
actors has broadened to inc1ucle cornpanies， NPOs， citizens' organizations， service recipients， and 
service recipient organizations. In particll1aに thisbook focuses on civil society organizations， 
including neighborhood associations， NPOs， and civic groups， and analyzes how thesc types of 
organizations participate in the policy process in local government as well as their function as 
stakeholders in governanむc.1n addition， it辻150delves into the qllestion of whcther reslllts can be 
determincd through thc participa(ion 01' such organizations 
The results of this analvsis can be summarized as follows 
First， in terms of actor in intlllcncing thc policy process， naturally， therc is a strong scnsc of 
p'・esence01' po1itical and administrative actors in the intema1 system of local govemment. And， to 
this encl， the hierarchy invo1ving related organizations and upper-level government is being 
maintained. HO¥礼.'ever，at the same time， iti5 clear that various civil society actors (mainly in urban 
areas) participate in the policy process not ol1ly as recipients of services blt are al50 involved as 
Icading stakeholclers. Thc pal1icipation of civil socicty organizations in the policy proccss has 
broadenecl. ln response to reductions in th巴 llllmberof representative assembly members m丘Inly
involving sm丘JI働scalemunicipalities， inroads have been made by civil society organizations 10 
comp巴nsatefor thisョ andthere has been an expansiol1 in olltsourcing administrativc opcrations 
Generally speaking， throllgh such features as positiv巴attitudesheld by the administrative personnel 
towards contact with civil society， we can see a continuous shift from“govel1ment" (0“governance." 
Second， regarding interaction among the main actors， through the reslllts of approacbing fI・011the 
twin pcrspcctivcs 01' ncw aclministrative systcms and dynamic involvcl1cnt in encounters with 
aclministration、both1'orms encour丘geparlicipalion of civil society organizations. As such， the ef1'ects 
of a trend towards strengtbening inf1uence can be perceived. ln addition、thefllnction of 10cal 
assemblies is a150 related to the participation of civil society organizations， and the placement of 
mechanisl1s to regulate loca1 executives and administration， as well as promote the participation 01' 
civil socicty organization has also been obscrvcd. Morc spccifically， through the systcm and dynamic 
mutual interaction， the participation of civil society has been promoted and Its intlllence has 
strength巴ned.The rcsults are that thc p巴rsonnelfrom local aclmInIstrations have come to highly value 
244 
the relevant actors， and a cycle has been revealed in that as continuolls contact has increased， the 
systεm of encouraging participation has been further strengthened町。neparticular contribution of 
this book is the empirical clarification 01' this realignmcnt mechanism 01' governance 
Third， the realignment of governance has tnnsformed the consciousness of local government 
personnel with regard to decentralization， participation， and e百lciency.In addition， govemancc that 
incorporates participation in local governmenr and the added consciousness of the personnel 
concerning the reglllatory mechanism has prodllced a significant difference in the level 01' fulfillment 
of local government services. Fair government and high standards of service in themselves are 
collective ben巴fitsand public goods for local communities. That is， when governance undergoes 
realignment， through the function of the regulatory mechanism that promotes participation and thc 
cbanges of positive consciousness in the persollnel， itis possible to confirm tbe realization of the 
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